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「ハンセン病問題に関する検証会議の提言に基づく再発防止検討会」  

運営要綱  

（設置目的）  

第1条 「ハンセン病問題に関する検証会議の提言に基づく再発防止検討会」は、「ハン  

セン病問題に関する検証会議」からの再発防止のための提言を十分検討し、その検  

討結果の実現に向けた道筋等を明らかにするための開かれた会議として設置され、  

その提言の検討結果について、随時、国、地方公共団体等の実施状況等を確認する。  

（検討内容）  

第2条 検討会における検討内容は、次のとおりとする。  

（D提言の検討  

②検討結果の実現に向けた道筋の提示  

③提示した道筋の実施状況の確認  

（委員構成等）  

第3条 検討会の委員は、次の各号に定める看で構成する。  

①患者・元患者  

②医療関係者  

③法律関係者  

④教育関係者  

⑤学識経験者等   

2 陪席者は、必要に応じ、座長が決定する。  

（座長及び座長代理）  

第4条 検討会に座長を置く。座長は、検討会委員の中から互選により選出する。  

享圭、榊座長があらかじめ指名する委員が、その職務を  

代理する。  

（会議の公開）  

第5条 検討会は原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護  

に支障を及ぼすおそれがある場合又は知的財産権その他個人若しくは団体の権利利  

益が不当に侵害されるおそれがある場合には、座長は、会議を非公開とすることが  

できる。  

－2一  

丁   



2 座長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置を   

とることができる。  

（議事録）  

第6条 検討会における議事は、次の事項を定め、議事録に記載するものとする。  

－・一 会議の日時及び場所  

二 出席した委員の氏名  

三 議事となった事項   

2 議事録は毎回作成し、公開とする。ただし、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれ  

がある場合又は知的財産権その他個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるお   

それがある場合には、座長は、議事録の全部又は一部を非公開とすることができる。   

3 前項の規定により、議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、座長は、非公   

開とした部分について議事要旨を作成し、これを公開しなければならない。  

第7条 この運営要綱に定めるほか、検討会の運営に必要な事項は、座長が定める。  

第8条 事務局について牒、（株）三菱総合研究所が行うこととするタ  

平成18年11月16日から施行する。  附 則 この要綱の一部改正については、   

※下線部については、今回の改正箇所。  
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第三者委託機関の概要  

1．目 的   
平成17年3月の「ハンセン病問題に関する検証会議最終報告書」の再発防止のため  

の提言（以下、「再発防止のための提言」という。）」に基づき、検討事項の調査検討を行い、  
今後の再発防止に向けた施策に反映させる。   

［検討項目］   

①患者・被験者の諸権利の法制化   

②政策決定課程における科学性・透明性等を確保するシステムの構築   

③患者等の権利擁護システムの整備   

④公衆衛生等における予算編成の問題点   

⑤被害の救済・回復   
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⑥正しい医学的知識の普及 

⑦人権教育の徹底  

⑧資料の保存・展示   

2．委託楼関の業務  
（1）検討会の議事運営業務  

（2）事務局楼能業務  

（3）企画調査業務   

3．委託契約期間  
平成18年7月3日～平成19年3月31日   

4．契約方式  

企画競争方式による  

5．委託機関  
（1）会社名  株式会社三菱総合研究所  

千代田区大手町2－3－6  

昭和45年5月8日設立 社員数 805名  

（2）事務局スタッフ 田上豊実施責任者 他7名体制   

6．事務局の委託  

第2回検討会より、2．の機能を株式会社三菱総合研究所へ委託する。  
ただし、委員の人事に関することや情報公開等国が帰するべき業務について  
は、従前通りとする。  
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